
「「「「子子子子どもどもどもども・・・・子育子育子育子育てててて支援新制度支援新制度支援新制度支援新制度」」」」

についてについてについてについて

平成２５年１１月１４日

江別市 子育て支援室

資料１



出生数出生数出生数出生数、、、、合計特殊出生率合計特殊出生率合計特殊出生率合計特殊出生率のののの年次推移年次推移年次推移年次推移
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厚生労働省：人口動態調査より
※合計特殊出生率とは、一人の女性が一生に産む子どもの平均数である。
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○ 平成25年4月1日の定員は前年比４８,６４１人増加の２２９万人

○ 平成25年4月1日の待機児童数は前年比２,０８４人減少の２２,７４１人（３年連続の減少）

年齢区分別の待機児童数では、低年齢児（0～2歳）が全体の約82％（１８,６５６人）

○ 待機児童は、首都圏、近畿圏の７都府県及び政令指定都市、中核市で全体の８０．３％（１８,２６７人）を
占めている

厚生労働省：保育所関連状況とりまとめ資料より
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待機児童解消などの少子化対策

ワーク・ライフ・バランスの実現への取り組み

子子子子どもどもどもども・・・・子育子育子育子育てててて支援制度創設支援制度創設支援制度創設支援制度創設のののの背景背景背景背景

【今までの国と自治体の取り組み】

・エンゼルプラン ・少子化対策基本法

・次世代育成支援対策推進法 に基づき

●さらなる少子化の進行 ●人口減少社会の到来

●経済環境や雇用環境 ●地域の子育て力の低下

●家庭環境の変化に伴う保育需要の高まり

●幼児期からの質の高い学校教育・保育への要請

子子子子どもどもどもども・・・・子育子育子育子育てててて支援制度創設支援制度創設支援制度創設支援制度創設
3



◎「子ども・子育て支援法」

子子子子どもどもどもども・・・・子育子育子育子育てててて関連関連関連関連３３３３法法法法

◎「改正認定こども園法」
（認定こども園法＝就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律）

◎「関係整備法」（児童福祉法等の改正）

【主な内容】
○子ども・子育て支援給付（認定こども園・幼稚園・保育所を通じた共通の給付（施設
型給付）及び小規模保育等への給付（地域型保育給付））

○子ども・子育て支援事業計画
○子ども・子育て会議

【主な内容】
○幼保連携型認定こども園の認可等

【主な内容】
○児童福祉法の一部改正（利用調整の規定、保育所認可制度の見直し、市町村によ

る家庭的保育・小規模保育等の認可、放課後児童クラブの対象年齢見直し（概ね
１０歳未満の小学生⇒小学生）及び基準の法定等）
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新新新新しいしいしいしい制度制度制度制度のののの目的目的目的目的

●質の高い幼児期の学校教育・保育を総合的に提供できる仕

組みを創ります。

●都市部を中心とした待機児童を解消していきます。

●子どもが減り続けている地域の保育・子育て支援を支え続

けます。

●地域でいきいき子育てが出来るようにします。

5



・質の確保された給付・事業の提供

・給付・事業の確実な利用の支援
・事業の費用・給付の支払い

・計画的な提供体制の確保、基盤整備

市区町村は子ども・子育て関連３法に基づく新制度の実施主体としての役割

を担い、そのために必要な以下の権限と責務を法律上位置づけされている。

自治体自治体自治体自治体（（（（江別市江別市江別市江別市））））のののの役割役割役割役割

自治体（市区町村）の権限・責務

6



� 新制度による子ども・子育て支援サービスは、「給付」と「事業」で構成される。

子子子子どもどもどもども・・・・子育子育子育子育てててて支援給付支援給付支援給付支援給付

■施設型給付

・認定こども園

・幼稚園

・保育所（定員20人以上）

■地域型保育給付

・小規模保育（定員6～19人）

・家庭的保育（定員５人以下）

・居宅訪問型保育

・事業所内保育

■児童手当

地域子地域子地域子地域子どもどもどもども・・・・子育子育子育子育てててて支援事業支援事業支援事業支援事業

① 利用者支援【新規事業】

② 地域子育て支援拠点事業

③ 妊婦健診

④ 乳児家庭全戸訪問事業等

⑤ 養育支援訪問事業

⑥ 子育て短期支援事業

⑦ ファミリーサポートセンター事業

⑧ 一時預かり

⑨ 延長保育事業

⑩ 病児・病後児保育事業

⑪ 放課後児童クラブ など

新制度新制度新制度新制度のののの全体像全体像全体像全体像
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子子子子どもやどもやどもやどもや子育子育子育子育てててて家庭家庭家庭家庭のののの状況状況状況状況にににに応応応応じたじたじたじた子子子子どもどもどもども・・・・子育子育子育子育てててて支援支援支援支援のののの提供提供提供提供

満３歳以上（３～５歳） 満３歳未満（０～３歳）

保育の必要性あり

（保育 認定子ども）

保育の必要性あり

（保育 認定子ども）

保育の必要性なし
第２号 第３号

学校教育 学校教育

保育 保育

子育て支援 子育て支援 子育て支援

子ども・子育て支援事業計画

需要の調査・把握

計画的な整備

子ども・子育て家庭の状況及び需要

保育の必要性なし
（教育標準時間認定子

ども）

第１号

子育て支援

子どものための教育・保育給付 地域子ども・子育て支援事業
8



主主主主なななな改革内容改革内容改革内容改革内容①①①①：「：「：「：「給付給付給付給付」」」」のののの創設創設創設創設

１ 施設型給付（ 認定こども園、幼稚園、保育所）

● 個々の児童について「保育の必要性」を認定※※※※１１１１し、認定内容に応じた給付を行う。

● 保護者に対する給付を、施設が法定代理受領。

● 市が利用調整※※※※２２２２を行った上で、利用者と施設が直接契約。（利用料は施設が徴収。）

● ただし、民間保育園は従来どおり利用者と市町村が契約。（保育料は市が徴収。）

● 給付の対象となる施設は、利用定員を定めた上で市が確認。※※※※３３３３

※私立幼稚園は、給付を受けず、従来どおり私学助成・就園奨励補助を受けることも可能。

● 国が給付単価の「公定価格」を定める。

● 利用者負担は、現行水準・利用者の負担能力を勘案した応能負担。

２ 地域型保育※※※※４４４４給付（小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育）

● 保育の必要性の認定に応じた給付等、基本的な仕組みは施設型給付と同じ。

9



※１ 保育の必要性の認定（支給認定）について

● 保護者からの申請に基づき、市町村が「保育の必要性」を認定し、認定証を交付。

● 保育の必要性の認定区分は次の３区分。

［１号認定］満３歳以上／保育の必要性なし

［２号認定］満３歳以上／保育の必要性あり

［３号認定］満３歳未満／保育の必要性あり

● さらに、保育の必要量に応じて、「長時間認定」と「短時間認定」に区分。

● 保育を必要とする事由（現行の「保育に欠ける」要件に相当）、長時間／短時間の

区分、優先 利用等について、国が定める基準に基づき、市町村が基準を定める。

※２ 利用調整について

●給付の対象となる保護者に対する「利用調整」が市町村の義務となる。

【利用調整の内容】

•施設等に関する情報の提供

•施設等の利用に関する相談・助言（保護者の利用希望等を勘案して実施）

•施設等のあっせん

•施設等に対する利用の要請

10



※３ 確認制度について

● 市は、事業者からの申請に基づき、給付の対象となる施設・事業を利用定員を定め た上で

「確認」。

※ 施設・事業の「認可」とは別の手続き

● 利用定員は、当該施設・事業の類型に従い、事業計画（需要と供給）に照らし、保育の必要

性の認定区分（１号／２号／３号）ごとに設定。

● 確認を受ける施設・事業は、国が定める基準に基づいて市が条例で定める「運営基準」を満

たすことが必要。

● 市は、利用定員の設定に当たり、子ども・子育て会議の意見を聴く必要あり。

11



※４ 地域型保育事業について

� 次次次次のののの４４４４事業事業事業事業がががが児童福祉法上児童福祉法上児童福祉法上児童福祉法上のののの市町村認可事業市町村認可事業市町村認可事業市町村認可事業とされとされとされとされ、「、「、「、「地域型保育給付地域型保育給付地域型保育給付地域型保育給付」」」」のののの対象対象対象対象

となるとなるとなるとなる。。。。

①小規模保育事業
• 原則として満３歳未満の保育を必要とする子どもに対する保育を行う
• 定員は６人以上１９人以下

②家庭的保育事業

• 原則として満３歳未満の保育を必要とする子どもに対し、家庭的保育者の居宅に おいて保育を
行う

•定員は５人以下

③居宅訪問型保育事業

• 原則として満３歳未満の保育を必要とする子どもに対し、その居宅において家庭的保育者によ
る保育を行う

④事業所内保育事業

• 原則として満３歳未満の保育を必要とする子どもに対し、事業所内の施設等におい て保育を行
う
• 従業員の子どもに加え、一定割合の地域の保育を必要とする子どもを保育

12



～新たな「幼保連携型認定こども園」の創設～

■■■■「「「「学校及学校及学校及学校及びびびび児童福祉施設児童福祉施設児童福祉施設児童福祉施設としてのとしてのとしてのとしての法的位置付法的位置付法的位置付法的位置付けをけをけをけを持持持持つつつつ単一単一単一単一のののの施設施設施設施設」」」」としてとしてとしてとして、、、、新新新新たなたなたなたな

「「「「幼保連携型認定幼保連携型認定幼保連携型認定幼保連携型認定こどもこどもこどもこども園園園園」」」」をををを創設創設創設創設。。。。

● 満３歳以上児に対し、学校教育と就労時間に応じた保育を提供（満３歳未満児の受入れ は任
意）。
● 行政からの財政措置が「施設型給付」に一本化。

 認可手続・権限が一本化

※その他の類型（幼稚園型、保育所型、地方裁量型）の認定こども園の認可手続等は現行どおり

● 設置主体は、国、自治体、学校法人、社会福祉法人のみ。
● 既存の幼稚園、保育所からの移行は任意。

［現行制度］

・保育所部分：運営費負担金（市）

・幼稚園部分：私学助成（道）

＋就園奨励費補助（市）

［新制度］

施設型給付（市）
一本化

［現行制度］

・幼稚園の認可（道）

・保育所の認可（道、政令・中核市）

・認定こども園の認定（道）

一本化
［新制度］

認定こども園の認可

（道、政令・中核市）

主主主主なななな改革内容改革内容改革内容改革内容②②②②：：：：認定認定認定認定こどもこどもこどもこども園制度園制度園制度園制度のののの改善改善改善改善
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■■■■ 地域子地域子地域子地域子どもどもどもども・・・・子育子育子育子育てててて支援事業支援事業支援事業支援事業をををを充実充実充実充実（（（（新設新設新設新設、、、、拡充拡充拡充拡充、、、、制度改正制度改正制度改正制度改正））））

•＜新設、拡充、制度改正の例＞

•○利用者支援事業 《新設》

・ 子どもや保護者が、新制度により提供される学校教育・保育や地域子ども・子育て

支援事業の中から適切なものを選択し、円滑に利用できるよう、身近な場所で支援

•○放課後児童クラブ（子どもルーム） 《拡充・制度改正》

・ 対象児童を拡大（概ね１０歳未満の小学生 → 小学校６年生）
・ 備・運営（従事者、員数、施設・設備、開所日数・時間等）に関する基準を、国

が定める基準に基づき、市が条例化（現行制度の基準はガイドラインによる）

主主主主なななな改革内容改革内容改革内容改革内容③③③③：：：：
地域子地域子地域子地域子どもどもどもども・・・・子育子育子育子育てててて支援事業支援事業支援事業支援事業のののの拡充拡充拡充拡充
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■■■■ 市町村及市町村及市町村及市町村及びびびび都道府県都道府県都道府県都道府県ごとにごとにごとにごとに、、、、国国国国のののの「「「「基本指針基本指針基本指針基本指針」」」」にににに即即即即したしたしたした「「「「子子子子どもどもどもども・・・・子育子育子育子育てててて支援事業計画支援事業計画支援事業計画支援事業計画」」」」をををを策策策策

定定定定しししし、、、、これにこれにこれにこれに基基基基づいてづいてづいてづいて給付給付給付給付・・・・事業事業事業事業をををを実施実施実施実施。。。。

● 地理的状況等を勘案して「区域」を定め、区域ごとに、教育・保育及び地域子ども・子育て支援
事業の「量の見込み」、「確保方策」、「実施時期」等を定める。

●「量の見込み」は、市内の子どもについて、教育・保育等の「現在の利用状況」に「利用希望」を
踏まえて設定する。

→ 保護者に対する 「ニーズ調査」 を実施（２５年１2月頃実施予定）
※ニーズ調査の内容については、この会議で検討

● 計画期間は５年間（２７～３１年度）。

（中間年度等で見直しの必要が生じる可能性あり。）

● 計画策定に当たり、北海道との協議・調整が必要。

◎ 計 画 の 策 定 ・ 変 更 、進 捗 管 理 （ Ｐ Ｄ Ｃ Ａ サ イ ク ル の チ ェ ッ ク）

に 当 たり 、 子 ど も ・ 子 育 て 会 議 の 意 見 を 聴 く 必 要 あ り 。

主主主主なななな改革内容改革内容改革内容改革内容④④④④：：：：事業計画事業計画事業計画事業計画のののの策定策定策定策定
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■■■■ 国及国及国及国及びびびび自治体自治体自治体自治体にににに「「「「子子子子どもどもどもども・・・・子育子育子育子育てててて会議会議会議会議」」」」をををを設置設置設置設置しししし、、、、新制度新制度新制度新制度にににに基基基基づくづくづくづく子子子子どもどもどもども・・・・子育子育子育子育てててて支支支支 援策援策援策援策にににに、、、、

子育子育子育子育てのてのてのての当事者当事者当事者当事者、、、、子育子育子育子育てててて支援支援支援支援のののの当事者等当事者等当事者等当事者等のののの意見意見意見意見をををを反映反映反映反映。。。。

● 国の子ども・子育て会議においては、「基本指針」、公定価格、各種基準（施設・
事業の設 備・運営基準、保育の必要性の認定基準等）などの重要事項について意見
を聴取。

［国会議開催状況］ ※概ね月１回ペースで開催

● 自治体においても、「地方版子ども・子育て会議」の設置が努力義務とされ、 新制度

による子ども・子育て施策が、地域の子ども及び子育て家庭の実情を踏ま えて実施さ
れること を担保する上で、重要な役割が期待されてい る。

主主主主なななな改革内容改革内容改革内容改革内容⑤⑤⑤⑤：：：：子子子子どもどもどもども・・・・子育子育子育子育てててて会議会議会議会議のののの設置設置設置設置
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財源財源財源財源・・・・費用負担費用負担費用負担費用負担

● 国は、１０％への消費増税により、平成２７年段階で、０．７兆円の追加財源（恒久財源）を確保。

［消費増税（予定）］ 平成２６年４月 ：８％ ⇒ 平成２７年１０月：１０％

● ０．７兆円は、保育等の「量の拡充」（待機児童解消等）及び「質の改善」（職員配置・処遇 改善等）に充

当。

● 質・量の充実を図るため、０．７兆円に加え、さらに０．３兆円程度の追加財源が必要であり、

その確保が国の課題とされている。（子ども・子育て支援法附則に政府の努力義務。）

【国と地方の負担割合】

国国国国 ：：：： 都道府県都道府県都道府県都道府県 ：：：： 市町村市町村市町村市町村

施設型給付施設型給付施設型給付施設型給付・・・・地域型保育給付地域型保育給付地域型保育給付地域型保育給付 ２２２２ ：：：： １１１１ ：：：： １１１１

地域子地域子地域子地域子どもどもどもども・・・・子育子育子育子育てててて支援事業支援事業支援事業支援事業 １１１１ ：：：： １１１１ ：：：： １１１１
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スケジュールスケジュールスケジュールスケジュール

● 平 成 ２ ７ 年 ４ 月 施 行 予 定 。（１０％への消費増税の時期と連動。）

● 施行に必要な準備（子ども・子育て会議の設置、事業計画の策定、認可基準条例の制定、
支給認定手続、認可・確認手続等）は、施行を待つことなく、順次実施する必要あり。

● 子ども・子育て会議の意見を聴きつつ、今年度中にニーズ調査を実施した上で、事業計画

の「量の見込み」・「確保方策」 を２６年９月までにとりまとめることが求められている。

● 保育の必要性の認定手続き、２７年４月から事業を開始する施設・事業の認可手続き、給

付対象の確認手続き等は、２６年下半期を目途に着手する必要あり。

18


